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有田 稔
．本論文は縦糸としては，スウェーデンの経済学者K・G・ミュルダール (Karl
Gunnar Myrdal, 1898~)研究の端緒であり，横糸としては現代資本主義論研究
の一端でもある。
さて，われわれはG・ミュルダールの現代資本主義観をみるために，彼の数
ある著作のうちから『福祉国家を越えて』 (Beyondthe Welfare State, GERALD 
DucKWORTH & Co. LTD. 1960)を先ずとりあげるが，その理由を明らかにして
おかなければならないであろう。というのは，この著作の表題はいうまでもな
く，その中にも現代資本主義なる言葉はどこにもあらわれてこないし，この書
物そのものは表題の示すごとく福祉世界をめざして書かれたものであるからで
ある。ところで，その理由であるが，同書の中には福祉世界の前段階としての
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福祉国家がとらえられておりこの福祉国家観がとりもなおさず彼の資本主義観
であり，この資本主義観は後述するごとくこれまでの一般に考えられていた古
典的資本主義観とは全く異るところの，ある意味では対照的でさえあるところ
の資本主義観であり，しかもそれが今日盛んに研究されている現代資本主義の
問題意識と共通するものをもっていることにある。
次に，われわれは『福祉国家を越えて』の理論的バックとして，彼の旧著を
吟味しようとするのであるが，そのことが適切であるかどうかを問題にしなけ
ればならないであろう。というのは，本稿で導入口として用いたグンナー・ミ
ュルダールの著作『福祉国家を越えて』 (Beyondthe Welfare State)が1960年
公刊のものであるにも拘らず， その理論的背景の研究に用いた彼の他の著作
『経済学説と政治的要素』 (Das politische Element in der nationallikonomischen 
Doktrinbildung. Aus dem schwedischen iibersetzt von Gerhard Mackenroth, 
Berlin) が1932年公刊であり，その原典たるスェーデン語による著書『経済学
における科学と政治』 (Vetenskap och Politik i Nationalekonomien, Stockholm) 
が1930年であって，その間30年のへだたりがあるからである。そのあいだにミ
ュルダール自身の思想や学説に大きな変化はなかったのか。その点が明らかに
されなければ古い著作を新しい著作の理論的バックとして扱うことの妥当性が
問題となるであろう。
この問題に関しては，幸いなことに， 1953年に，前記『経済学説と政治的要
素』 (1932年）のドイツ語版から，英語に醜訳された Thepolitical Element 
in the Development of Economic Theory, (RouTLEDGE & KEGAN PAUL LTD, 
London)が公刊されており，その「英語版への序言」において，彼自身によっ
て彼の理論上の変化が殆んどなかったことが明言されている。すなわち彼はい
う。
「二，三の省略や小さい編集上の再調整はべつとして，この英語版は原本の
無改訂醗訳である。それを新しいものにすることは新著を書くことを意味した
であろう。私は，なかんづく，この25年間の経済学的文献を考慮に入れなけれ
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ばならなかったであろう。このような企てを不可能にした個人的事情はさてお
き，このことはこの著作の価値に多くのものをつけ加えなかったであろうと信
ずる。」1)
このように彼の理論上の基本的態度に変化がないということは， 1957年公刊
の『経済理論と低開発地域』 (Economic'I, 加oryand Under-Developed Regions, 
1957) の「まえがき」の中でも述べられている。 「この書物はあくまで，一人
の経済学者が経済理論にたいする自分の態度を述ぺたものである。このような
著者の態度は，彼の最も初期の科学的努力にさかのぽるものであるから，読者
には彼の諸著作にさかのぽっての参照をゆるしてもらいたい。」2)と述ぺて『経
済学説と政治的要素』をはじめとして，彼の旧著を引用している。
以上のような次第であるからわれわれは，ミュルダールの旧著の中から『福
祉国家を越えて』の理論的背景を吟味することがゆるされるであろう。
1) Gunnar Myrdal, T. 加 politicalElement in枷 Developmentof Economic 
Theory, translated from the German by Paul Streeten, ROUTLEDGE & KEGAN 
PAUL LTD., London, 1953, p. v. 
2) G. Myrdal, Economic T. 加ory and Under-Developed Regions, GERALD 
DucxwoRTH & Co. LTD., London, 1957, p.p. vi-vii. 
I 現代資本主義の問題意識
「はしがき」において触れた現代資本主義の問題意識とはどのようなもの
か。これを論ずるのは本論文の主要目的ではないが，しかし現代資本主義の問
題が比較的新しい事柄であるだけに一言も触れずにすますわけにはいかない。
そこで二，三の著書から現代資本主義に関する問題意識の発生した原因をみて
みることとしよう。
豊崎稔教授はその著『現代資本主義論』（ミネルヴァ書房， 1965年）の「はしが
き」の中で， 次のようにいっている。「第二次世界大戦後の資本主義経済の発
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展はマルクス主義経済学者たちの間にも幾多の混乱を惹起した。まずもって混
乱は戦後の資本主義経済の変動についての科学的分析にあらわれた。いくどか
の恐慌の必然性の提言にかかわらず，現実にはその反対の現象があらわれたか
らである。その後1952年スターリンが新しい経済学説を提示してから，資本主
義経済は軍事経済以外に存続しえないという考え方があらわれた。しかしその
『経済軍事化論』が定式化したころ，アメリカの資本主義の現実は軍事化論の
定式とは逆の運動をはじめた。そしてアメリカ資本主義は第二次世界大戦後は
じめての大きな過剰生産恐慌を爆発した。この恐慌についてもマルクス主義経
済学者の見解は混乱を示した。ある学者は景気上昇過程の一つの停滞であると
し，他の学者はこの恐慌が世界資本主義の規模になるとの見解を表明した。周
知のごとく歴史現実はそのすべての学説が間違いであることを証明した。」1)
都留重人教授は氏の編纂になる『現代資本主義の再検討』（岩波書店， 1959年）
の中で次のようにのべている。 「誰の目にも明らかなしかも注目すべき一つの
現象的事実から始めよう。それは，アメリカが資本主義国と呼ばれうる時代に
はいってから初めて， 20年間にもわたり一度も不況らしい不況を経験しなかっ
たという事実にほかならない。『不況らしい不況』の最後のものは 1937年から
その翌年にわたる景気後退であっfこ。そのとき失業者はわずか4カ月のあいだ
に500万人もふえ， 1938年の年間平均でも，失業者の民間労働力にたいする比
率は19バーセントにのぽった。この比率は，その後さがる一方で， 1942年には
4.7バーセントになったが，戦後の時期の最高は1949年の5.5バーセントであっ
て， 絶対数からいっても失業者数が400万をこえたことは，戦時中から戦後に
かけて一度もない。戦後アメリカが経験した二度の『リセッション』（軽度の景
気後退）といわれる1949年と1954年でも， 国民総生産の対前年減産率は， 実質
額でいってそれぞれ 1バーセントおよび 1.5バーセント程度でしかなかった。
そして，この軽微な後退のあと，1950年には実質国民総生産がその 2年前 (1948
年）の4.8パーセント増となっているし， 1955年には同様の数字がその2年前
の5.6バーセント増のところまで上っている。いいかえれば， ちょっと足ぶみ
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したあと，アメリカ経済は依然としてたゆみない前進を続けているのだ。詳し
い数字はいくらでもあげることができる。 しかし， アメリカ経済が過去20年
間，不況らしい不況に見まわれることなく前進したという事実は，これ以上の
論証を必要としないだろう。国民総生産とか，雇用数とか，工業生産とか等々
の現象的数字についていうかぎり，議論の余地はないと思われる。だから，こ
の点では， コーリン・クラークの『1954年中頃恐慌到来説』 もまちがってい
たし，アー・ベーチンの『1954-5年世界恐慌説』もまちがっていた。ところ
で問題は，この多くの専門家の予測に反した持続的好況をどう説明するかであ
る。」2)
以上のような歴史的現実から， (1)現代資本主義は恐慌を回避する能力を持ち
はじめたのか。あるいは現代資本主義は不況免疫的になったのかどうかとか，
(2)現代資本主義は構造的変化をとげているのではないか，さらには(3)本質的に
は資本主義制度でありながら， 資本主義制度の欠陥のみを除去しつつあるの
か，したがって(4)マルキシズムの主張とは異って資本主義は延命しうるのか。
それとも(5)資本主義が社会主義に移行しつつあることを意味ずるのか，または
(6)資本主義は，社会主義とは全く異った別の経済体制へ移行しつつあるのか。
といったような問題意識が生れてきたのである。
しかもこの現代資本主義の問題意識は，特殊な一学派とか，あるグループの
みの問題といった特別なものではなくて，今日の日本ではかなり一般的な問題
意識である。例えば， 次のような言葉がある。「現代資本主義という言葉は，
もう日本の経済学にとってこと新しいものではない。．この用語の意味は厳密に
きまったとはいえないかもしれない。しかしわれわれが現代資本主義とよぶと
き，それはただ同時代の資本主義という以上の意味をふくませている。それは
今までとはちがった新しい資本主義という意味につかわれている。マルクス経
済学も，近代経済学も，その方法はちがっているが，現代資本主義が今までと
ちがった特徴をもっている点は一致してこれをみとめている。」a)
このような資本主義変貌の原因についての説は三つの型に大別できると都留
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教授はいう。「『恐慌が過去のものとなった』ということの説明は，多くの論者
によって多面的に論じられてきているが，これらを綜合すると，それは次の三
つの主な側面をもっているようであるi(イ）技術革新の規模，（口）経済政策の進
化，し、）経済制度の変貌。」4)
「さて，このうちの第一の側面であるが，技術革新の時代は，もちろん過去
においてもあった……。大規模な技術革新産業化のおかげで経済がかなり長期
にわたって繁栄を続けた時代がある。ところで第二次大戦以後，次第に産業化
されてきた一連の技術革新は，第二の産業革命と呼んでもいいくらいに大規模
なものであるということがいわれる。……。技術革新に重点をおく論者たち
も，それが1954年前の好況ないしは設備投資の盛況を説明するとは主張してい
ない。むしろかれらの論点は，普通ならば大不況におちこんだかもしれぬ1954
年の景気後退を救ったものこそ『科学＝産業革命』の初期的な投資である一一~
ということのようだ。」5)
•「第二のものは，『完全雇用』を国民的利益の問題にまで高めたところの経
済政策の進化である。」6) 「さて，完全雇用維持という目標が与えられても，資
本制社会の政府にとってできることとできないことがある。また， 30年前には
できなかったが今日ではできるということもある。いわゆる『クライメート・
オプ・オビニオン』（世論の雰囲気）のちがいにもよろうし， 制度的な変化にも
よるだろうが，現在アメリカ政府がしようと思って現実にできることは， 1929
年大恐慌のころにくらぺると，隔世の感があるほど多い。ここでは，その全力
タログを数えあげることもできず，その必要もないだろうが，主な点だけは指
摘しておくべきであろう。第一には，国民総支出の中で政府購入の占める割合
が， 1929年ころには8パーセント程度であったのに，最近は20バーセントに達
しているという事実に注意したい。全需要の 2割を政府が受けもっているとい
うことは，政府購入の中で景気に応じて伸縮しうるものがあるかぎり，有効需
要の面から景気を統御する可能性を与える。公共事業費のさじ加減など，その
一例であろう。」7)
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さて， 第三の経済制度の変貌についてであるが，都留教授は次のようにい
ぅ，「技術革新に重点をおく説明も， それが真に恐慌克服の説明となるために
は，制度の変貌と結びつかねばならぬ……。また，経済政策の進化を説くもの
も，一方においては政策の手がかりが法制化されることから広い意味での制度
の変貌を示唆している。」8)したがって，「一応抽象的には，『資本主義において
恐慌が過去のものとなった一という立場は，もしそれが正しいならば，その
説明は基本的には，資本主義制度の変貌の解明にさかのぽるぺきである』とい
って差支えないだろう。制度の変貌について説く論者の議論は，大きく分け
て，（イ）資本主義制度の『無政府的』性格の止揚，（口）所得分配不平等の補正，の
二つの問題群に要約できるようである。」9)
ここまでみてくると，われわれにとっては現代資本主義の問題は，経済上に
おける制度的変貌に起因していると考えるのが妥当であるということになる。
そして特に，上記（イ）（口）二つの問題群を含んでの制度的変貌が注目されるのであ
る。
1) 豊崎稔『現代資本主義論』ミネルヴァ書房 昭和40年(1965年）， 2-3ページ。
2) 都留重人綱『現代資本主義の再検討』岩波書店 昭和34年(1959年）， 5-6ページ。
3) 編集委員，有沢広己小掠広勝都留重人豊崎稔名和統一松井清『現代資本
主義講座』第 1巻東洋経済新報社昭和34年(1959年）「刊行のことば」， iペー
'ジ。
4) 都留重人前掲書， 7ペー ジ。
5) 同書， 7-8ペー ジ。
6) 同書， 9ページ。
7) 同書， 11ペー ジ。
8) 同書， 13ページ。
9) 同書， 13-14ペー ジ。
I ミュルダールの国家千渉説
ミュルダールの所説の核心の一つは，経済に対する国家の干渉 (stateinter-
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vention)が増大してゆくうちに，計画化 (planning)なるものが生れてきたと
いうにある。
その国家干渉は何故生れるのか。それは彼によれば， 「限定された一時的な
目的に役だつように，特殊権益を守るように，またしばしばなんらかのさし迫
った緊急事態に対処するために」1)生れたのであるという。
『福祉国家を越えて』の中でミュルダールの説く国家干渉から計画化へ助長
の要因を整理してみると次の6つにまとめられるであろう。
A. 国際的要因
1. 国際関係の激変 (upheavalsin international relations) 
2. 戦時下の経験（戦時体制）
3. 国際的危機の継起 (thesequence of international crises) 
B. 国内的要因
4. 市場構造の変化 (changingstructure of the market) 
5. 心理的変化 (thepsychological changes) 
6. 政治過程の民主化 (thedemocratisation of the political process) 
第一の「国際関係の激変」について彼はいう，「経済生活での国家干渉のこ
の量的増大は，第一次大戦とともに始まったところの，終るところを知らない
国際関係の激変によって，恐ろしい勢いで加速化されてきた。」2) と。そして
「それ以来すべての国民は，相互に前の波頭の上に積み重なってくる激しい経
済的危機の，連続的で累積的な波動の襲いかかる結果を，不断に経験してき
た。国内の安定にかかっている国民的利益，すなわち労働者の雇用，農民の福
祉，および一般的にいって，生産と消費の攪乱されない継続などを保護するた
めに，すべての国家は，いやおうなしに新しい急進的な干渉を，その外国貿易
や外国為替関係の分野だけでなく，国民経済の他の部門でも，企てないわけに
はいかないと感ずるようになってきた。」s)
第二の「戦時下の経験」について彼は次のようにいう。「戦時下とか深刻な
危機とかに，もっぱら国民の利益を考慮し，またときとしては国民の生存を守
りきる，といった目的だけで導入される大規模な統制や国家事業が，人々を慣
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れさせて，このような干渉が可能であるとか，それが成功するためには干渉の
整合が不可避であるとかいった考え方に近づかせてしまったのである。……。
第一次世界大戦中に当座の間に合わせに工夫しなくてはならなかった国家の中
央経済計画は，結局，技術的にはたいして不成功でもなかったし，ともかくも
当時の自由主義経済学者が理論的に期待可能としたり，また実際に期待したよ
りも，不成功の程度ははるかに少ないことが判明した。第二次世界大戦中の国
家計画は，このl日経験よりも技術的にはるかにすぐれたものであった。」4)
国家干渉や統制に人々が慣らされるという心理的な効果では戦時下という，
個人犠牲，団結を要求される異常な緊迫状態が最上の効果をあげたであろうこ
とはうなづけるところである。ましてやそれが不成功でもなく，経験を重ねる
につれて優れたものとなったのならば，人々が国家干渉に慣らされるのは当然
といえよう。
第三にあげた国際的危機の継起，すなわち「冷戦」は準戦時体制という意味
から第二の要因と同じような効果をもつことは贅言を要しないであろう。彼は
いう，「近年では，西欧的なすぺての国で冷戦が，生産的努力のかなり著しい部
分を吸収して，これを国家の軍事支出に注入させるだけでなく，投資，生産，
そして実に各国民社会の全生活と全活動とを，政府の冷戦遂行と国家保全機構
の擁護の線で再編成するための理由も提供することにより，新しい大規模な国
家千渉を生みだす非常に有力な要因となっている。」5)
以上三つの要因は経済に対する国家干渉助長あるいは増大についての国際的
側面といえよう。それに対しては，これからふれる第四の要因たる市場構造の
変化は国内的なものということになる。国家千渉増大にとっての国際的条件
も， 国内的条件がマッチしていなければ効果は少なかったであろうと彼はい
う。すなわち「これらの国際的危機も，もしそれが相互に関連していて非常に
強い累積力をもつ一連の国内的諸カ一般と同一の方向へ進んでいなかったなら
ば，西欧的な各国での経済政策の量と構造とに，このように巨大で永続的な影
響を与えることはなかったであろう。世界的危機がなくても，これらの国内的
， 
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諸力は，とにかく国家干渉の増大をもたらしたであろう。もっとも歴史的経過
は，その場合にはいっそう著しく緩慢であったのであろうが。」6)
さて， この国内的要因たる第四にあげた，市場構造の変化についてである
が，彼の言葉を要約すれば次のようになる。
完全競争の自由経済論においては，市場や価格は，季節や天候と同じく，ま
った＜個人の支配外にある一組の客観的で所与の条件であって，個人はそれに
向けて自己を調整しなければならなかった。ところが長年の現実は，この自由
主義的理想状態からますます遠ざかった。すなわち，技術的，組織的発展のた
めに，市場に比して経済単位の大きさが増大し続けた。その結果，市場はそれ
への参加者によって意識的に「規制」 (regulated)されるようになり， 支配で
きるものとなったというのである。7)
このことは，彼の用いていない言葉ではあるが，別の表現をすれば「寡占状
態の進展」を含んでいると考えることは許されるであろう。
第五の要因としてあげた，人々の心理的変化について彼は次のようにいう。
「心理的変化は，例のごとく，一部は制度的変化の結果であり，また一部は
その原因でもある。そのうえに，この心理的変化は，生活水準の上昇につれて
文明の中で静かにではあるが着実に進行しつつある工業化，地理的・社会的移
動性の増大，知的交流の強化，教育と教会の分離，その他の社会的変化には，
因果的に結びついているのである。その間に『俗習と慣習』は，この過程で徐
々に崩壊しつつあった。比較的に本能的で疑問の余地が少なかった旧社会の行
動規範は一般的に大衆をとらえる力を失い，合理的な利害の内省的比較考量が
ますますそれにとってかわったのである。……。彼らはこうして，いちだんと
進取的，実験主義的，非素朴的， 快楽主義的，『経済的に合理的』になりつつ
あったのである。実際，このことはすべて，需要・供給，価格，賃金，利潤に
関する経済行動をはるかにこえる適用分野をもっている。それはたとえば，家
族道徳の分野で，かなり集約的に研究されてきている。……。産児制限は，実
際のところ，経済情勢の変化によって家族制度に対する態度がより合理化した
10 
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ことに，直接の原因をもっているのである。西欧的諸国の社会史での『家梃け. . . . . . . . . . . 
画』というものは，まさに政治面で経済計画へ向かう趨勢を発生させているよ. . . . . . . . .  . . . . . . . . . . . . . . . 
うな人々の態度の変化自体と，本質的に関連のある事象なのである。」s)c傍点ー. . . . . .. . . . . . ..  . .. . . . . . . 
有田）
いまここで少し触れておかねばならないことがある。それは家族計画につい
てであるが， これに関する前掲の引用の末文とそれに続く部分で彼は次のよう
にいう。「西欧的諸国の社会史での『家族計画』 というものは， まさに政治面
で経済計画へ向かう趨勢を発生させているような人々の態度の変化自体と，本
質的に関連のある事象なのである。この産児制限という類例を利用したのは，
著者の知的な冗談なのではなくて，本当にまじめな気持でそうしたのである。
著者の分析対象である自由主義的経済社会を破壊するところの社会的・心理的
原因が深遠なものであることを， 読者に身近に感じとってもらいたいのであ
る。」9)と。『福祉国家を越えて』のみでは， 彼のいわんとする， 家族計画が自
由主義経済社会を破壊する深遠な社会的・心理的原因をもっていることを理解
するにやや不充分なきらいがある。
ところで， この章は『福祉国家を越えて』の中からミュルダールの資本主義
観をみるのが目的であるが， 理解の一助ともなるので， 彼の他の著書である
『経済学における科学と政治』 (Vetenskap och Politik i Nationalekonomien ; 
Stockholm, 1930. Das po!itische Element in der nationalokonomischen Doktrin-
bild珈 g.Aus dem schwedischen iibersetzt von Gerhard Mackenroth, Berlin, 1932. 
独訳からの邦訳，山田雄三訳『経済学説と政治的要素』日本評論社 昭和17年〔1942年）。
英訳， ThePolitical Element in the D幻elopmentof Economic Theory; RouTLEDGE & 
KEGAN PAUL LTD, London, 1953)を利用しよう。 そこから引用せんとするのは
古典派的賃金理論が美事に浮きぽりされている箇所であって， 彼はいう，「リ
カード (David Ricardo, 1772-1823) は貧民の経済的運命を改善する可能性を
信じていなかった。そのことは労賃に関する章，殊にイギリスの救貧法につい
ての彼の議論において明白である。彼の議論はマルサス
11 
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510 賜西大學『経清論集』第17巻第4号
thus, 1766-1835) の人口法則にもとづいている。マルサスとリカードは例えば
ヨリ良い教育の結果として，ヨリ高い生活水準に対する要求が全状況を変更し
うるであろうということをぬかりなく指摘していた。しかし大部分の理論的論
証においては，彼らが経験的に立証される仮定であると信ずるものを用いた。
すなわち賃金の均衡水準は生活資料の生産費によって決定されるという仮定で
ある。彼らの賃金が購買しうる実質的な財および用役の表現での労働者の生活
水準は一定とみなされていた。ヨリ高い賃金，もっと広範な貧民救済，あるい
は貧民の分け前の増加を目的としたいかなる他の『人為的』干渉も，ョ 1)高い
再生産率をもたらしうるにすぎない。資本形成は利潤減少の故に減少する。利
潤の減少は人口増加が地代の上昇を強いるので地主に渡る分け前を増加させる
ことによって一層悪化させられる。生活水準であらわした賃金はやがてそれら
の本来の水準に戻る。かくて労働者の生活水準の上昇を目的としたいかなる干
渉も彼らの生殖への自然的熱望の結果失敗の運命を負わされている。貧民は常
に貧しい状態にとどまり，富者のみが前より豊かでなくなるのである。」10)
このような根深いペシミスディックな知的背景を拭いさるという意味におい
て，「家族計画」には， 自由主義経済社会を破壊する深遠な社会的・心理的原
因があるとミュルダールは主張していると考えてよかろう。
さて『福祉国家を越えて』に戻れば，経済に対する国家干渉の増大が計画化
をもたらすという主題と，それを助長する第五の要因として心理的変化につい
てミュルダールの考えをみていたところであった。彼は心理的変化のもつ重要
性を次のようにいう。「人々の態度が比較的深いところで変化することが西欧
的世界での干渉と計画化への趨勢を動かす原因であると強調することの重要性
は，これらの心理的変化が，近代社会の全発展と関連していて，その進行過程
を非可逆的なものにするという理由にもとづくのである。もしそれが単に人間
のつくった制度が変化したというだけの問題以上のものではないとすれば，こ
れらの変化は可逆性をもち，また蓋然的にも逆転されるであろう。しかし，ひ
とたび新しい状況に合わせて人々が頭脳を調整してしまえば，もはやこれは可
12 
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逆的ではない。」11)
上述のごとき人々の心理的変化や生活態度の合理化と密接に関連して，国家
千渉を助長した要因に，第六にあげた「政治過程の民主化」 (thedemocratisa-
tion of the political process)がある。
ミュルダールはいう， 「すべての西欧的諸国での一つの重要な趨勢は， この
ように態度が一般的に合理化したことと密接に関連しているだけではなく，生
活水準の向上や売買市場での個人の地位の変化とも密接に関連しているもので
あって，つまりそれは，一国の公的意思決定の政治過程が民主化されつつある
ということである。これは漸進的な展開であった。特に，たいていの西欧的諸
国では普通選挙制がかなり最近になって達成されたということを，この際想起． 
する必要がある。ますます多くの国民層が，政治権力に十分に参加することを
許され，このような権力を所有し，この権力を自己の利益に即して利用できる
可能性をもつことを，いっそうよく知るようになるにつれて，彼らが大規模な
所得再分配的な国家干渉を要請するであろうということは，容易に予想できる
ところであった。」12) そして「所得分配は，広い基底と，せばまっていく頂点
とをもっ， ビラミッド型をしている。効果的な普通選挙制をもつ民主主義で
は，このことが一つの理由になって，政府の統制と指導という方向へ着実に進
んでいるのである。保守党や自由党でさえこの発展のための媒介者となるか，
さもなければ，政界から姿を消さなければならないであろう。」18)
これら民主化と平等化について， ミュルダールは国民が単にそれを要求して
いるというのではなくて，それがなければ国民は国家が統合 (integrate) され
ていると考えないといういい方をする。すなわち，彼はいう「富んだ地域と貧
しい地域との間にまた社会階級の間に大きな固定された相違が存在する場合，
さらにましてのこと富と福祉における溝が広がりつつある場合，人々は国が良
く統合されていると考えるようにはできていないのである。」14)
彼のいう「統合」 (integration)なる語の概念は『福祉国家を越えて』の中か
らは充分に把握され難い。15)それはこの著書より前に書かれた『国際経済学』
13 
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(G. Myrdal, An International Economy, HARPER & BROTHERS PUBLISHERS, New York, 
1956)によらねばならない。
彼によれば，「『統合』 (integration) とは文字通り諸部分を一つの全体へと
一緒にする以上の何ものでもない。第二次大戦までこの言葉は社会科学におい
ては社会学者や人類学者によってほとんど独占的に用いられていた。」16)「その
言葉は，……通常静態的共同体内部における安定的社会関係を特徴づけるため
に彼らによって用いられていた，すなわち最も典型的な場合は，多くのものが
固定されており，職能と責任の分離が確立されているところのマルサス的人口
均衡にある孤立した原始共同体 (aprimitive community) である。」17) 「この
『統合』についての静態的概念と孤立し停滞した原始共同体を特徴づけるた
めのその使用とは，……，第一次大戦以前に存在した如き国際政治状勢にふさ
わしかった。」18) 「かかる政治状勢は今や変化した， したがってわれわれの概
念は新しい意味を要求している。世界的発展，その発展に応じて新しい言葉
としての『統合』もまた一般的なものとなり，政治的に意味のあるものとなっ
たのであるが，その世界的発展は，その本質を文化的孤立のはげしい根本的な
破壊と，後進地域における以前は消極的で静かであった集団からの経済的機会
に対する一層大きな均等化およびわれわれの近代文明への一層充分な参加に対
する要望の盛りあがる潮流との中にもっている。 『統合』なる語はある意味で
は今やほとんど古いものと対照的である。すなわち，それは静態的均衡の代り
に社会的変革 (socialchange) という目標を意味しており，特に，もっと密接
な相互扶助を急速にもたらす諸国家 ,(national communities) の内部的，相互
的調整 (adjustment) という目標を意味している。…，統合は社会変革(social
change)の過程における国家的，国際的干渉に対する規範(norm)となる。」19)
以上のごとき，彼の用いる「統合」なる語の概念規定から， 「経済統合」
(economic integration)なる語の意味は次のように規定されてくる。 ミュルダ
ールはいう，「『経済統合』は機会均等についての古い西欧的理想 (ideal)の実. .. . . . . . . . . . .  
現である。この理想の本質的要素は，それが一国内での社会関係に関している
14 
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場合通常われわれがそれを理解するごとく，彼らの仕事や生活の条件を自由に
選ぶことから個人を妨げている社会的硬直 (socialrigidities) の緩和である。
経済はすべての並木道がすべての人に解放されずには統合されないし，生産的
用役に対して支払われる報酬が，民族的，社会的，文化的相違の如何にかかわ
らず平等であることなしには統合されないのである。」20) 1 
このように， ミュルダールにあっては，民主化・平等化は単なる国民的要求
ではなくてそれなくしては真の国家的・国民的統合が得られないというような
ものである。
以上でミュルダールが説くところの「経済に対する国家干渉から計画化への
要因」を『福祉国家を越えて』のなかの議論を中心として整理することができ
た。
ここで誰の胸にも浮かぶ疑問は，結論的にはミュルダールはどんな「計画」
を主張せんとしているのかということであろう。山田雄三教授は『福祉国家を
越えて』の書評において次のようにいっている。「本書は図書分類がやや困難
な書物であるが，いま述ぺた意味からいうと，経済計画論にいれるべきであろ
ぅQ 経済計画といっても，それは主としてヨーロッパで形成されてきた市場経
済に対する調整というクイプのもので，本書のそれについての論じ方はきわめ
て独得のものがある。ミュルダールによれば，市場経済はそのままでは利害の
不調和を生み，そこにいろいろな特殊利益の擁護のための力による干渉が現わ
れたが，その調整をはかるために生れたのが福祉国家であり，したがってそれ
に伴う計画であった。」21)と。
このようにミュルダールのいう「計画」は一般にソヴェト経済を代表として
考えられる場合の計画経済としての「計画」とは異ったものであることは明ら
かである。
ところが彼の「計画」概念の特異さはそれのみにとどまらない。すなわち彼
はいう，「……国家を非官僚化して，国民の頭上や国民の直接的支配の外にある
当局が行なう些細な干渉から国民を解放することは一ジェファーソン22)の
15 
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ときと同様に今日でも一一一進歩的な大義である。それはただ福祉国家を完成し
強化することによってだけ，はじめて達成できることである。本書での議論の
本質は，干渉の量的増大によって計画化が引き続いて必然化されつつはある
が，福祉国家での計画化の目的と計画化の達成とは，実際は，干渉の新旧を問
わず，それを不断に単純化し，また主として，清算することであるというとこ
ろにある。」23)と。 これは彼がこれまでに干渉の増大を説いてきているだけに． 
一見矛盾しているような印象を与える。ところが彼にあっては「干渉の増大」
というとき， そこには未整理の雑然たる諸干渉が考えられており， 「計画化」
というとき， そこには雑然たる諸干渉の整理整頓が考えられているとみられ
る。したがって，計画化の目的とその達成とは干渉の単純化・清算であるとい
うことになると考えられる。
このことは現今ビルト・イン・スタビライザー (buitin stal;>ilizer)と呼ばれ
ている「景気の自動安定装置」を含む整理された政策を意味しているのではな
かろうか。衆知のごとくビルト・イン・スタビライザーとは制度的に有効需要
の変動を自動的に緩和することによって景気変動の波を緩和するものを意味す
る。 （ここで制度的というのは法制的という程度の意味である。）
ビルト・イン・スタビライザーは，国家政府によってケース・バイ・ケース
で対症療法的に政策を決定しなくとも，自動的に効果ある対策が実行されるも
のであるから， ミュルダールのいうように諸干渉が計画と化すること，すなわ
ち，諸干渉の単純化・清算はビルト・イン・スクビライザーのようなものを指
していると解釈しうるのではないか。少くともビルトイン・スタビライザーを
含む政策の整理，機能化を意味していると解してよかろう。． 
ともかく，ここにはミュルダールの「福祉国家における計画化の目的」の一
つが明示されており，少くともある意味では彼が現状肯定派であるというこ
と，換言すれば，彼のイデオロギー的立場が明示されているといえよう。
このようなミュルダールの立場は， 「国有化」に関する彼の考え方にも端的
にあらわれている。彼はいう，「国有化というものは，単に彼ら（社会民主主義
16 
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者一有田挿入）の政策の基本的目的に到達する一つの手段であることができた
だけである。だが，福祉国家が発展するにつれて，これらの目的は他の手段に
よって大部分は達成され，国有化はもはや必要ではなく，あるいは，著しく望
ましいものでさえなくなったのである。」24)と。
ここで一応これまでの要約をミュルダール自身の言葉でみるならば次のよう
になる。「歴史的・因果的な順序は， 市場諸力の活動に対する干渉行為が最初
に登場し，やがて計画化が必然的なものとなる，という順序になっている。累
積的な因果作用の過程で，干渉の長朝的な量的増大に拍車を与え続けてきたも. . . . . . 
のは，第一次世界大戦以来の一連の激しい国際的危機，人々の態度の合理性の
増大，政治権力の民主化，および地方と都市での自治の成長と，あらゆる市場
での大規模企業や利害団体の成長である。このようにして，公私の千渉がその
頻度を増し，またその範囲を広め，そのうえ，この力強い社会変化の過程でそ
の他の要因との関連が密接になるにつれて，それだけ状況は複雑化し矛盾と混
乱とを増大したのである。．これらすべてをいっそう合理的に整合化する必要
が，絶えず増大する衝撃力を伴って，公衆の意思を代表する中央機関としての
国家のうえにおしつけられたのである。」25) (傍点ー 有田）
以上，われわれはミュルダールの所説たる経済に対する国家干渉とその発展
形態としての計画化をみてきたが，このような国家千渉や計画化によって創り
出された均衡状態を彼は「創造された調和」 ・(createdharmony) と呼ぶ。
彼はいう，「この漸進的に達成された利害の調和は，市場での自由な諸力が
なんの妨げもなく作用することから出てくるものと考えられた，古い自由主義
的な調和ではない。まったく反対に，それは，実際には，一つの長い歴史的過
程から結果したものであり，その間に，市場の諸力はつねにますます強く，ま
た効果的に，公私の干渉行為によって規制されてきており，したがって，これ
らの干渉行為がいっそう多数化し，また重要化するにつれて，それをますます
17 
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包括的に整合し，計画化しないわけにはいかなかった。実現されつつある調和
は， したがって『創造された調和』であり， それは千渉と干渉の計画的整合
(planned coordination of interventions) とによって創造されたものである。」
26) 
創造的調和については彼の著書たる『経済理論と低開発地域』 (1987年）に
おいても同様のことをいっている。すなわち，彼はいう「もしもこれらの少数
の国（現実に存在している福祉国家一有田挿入）が一一骨窮にそれらの国がはっきりと
示しているように一一個別的利害の調和に向っての接近を示しているとして
も，それは，しかしながら，市場における自然的諸力によってもたらされる自
然法，功利主義および経済均衡理論の古い調和ではない。それは，大なる程度
において，もしもそのままに放置すれば不調和に導いたであろうような市場諸
カの作用に対する組織化された社会による政策干渉を通じてつくり出された
『創造的調和』である。そして利害関係の調和への接近は狭くその国民に限ら
れる。福祉国家は民族主義的なものである。」27)
このような「創造された調和」とは自由放任的経済状態のもとに出きあがる
べき調和ではなくて，いいかえれば，人為的に創り出された調和である。この
方法こそが，福祉国家への道であり，さらには福祉国家を越えて福祉世界へ至
る道であり，西欧的伝統にもとづく自由，平等，友愛にもとづくユートビアへ
の道であるとミュルダールは主張する。
彼の念頭にあるユートビアとは如何なるものか，彼はいう， 「これまで著者
は，意識的に一つのユートビアを描こうとしてきた。われわれはすべての西欧
的諸国での現実は，それを実現するにはほど遠い状態にある。それにもかかわ
らず，著者はつぎのような理想郷的で，分権化され，また民主的でもある国家
が適切であることを主張したいのである。そこでは国民社会全体のために定め
られて不断に有効度を向上させる総体的政策の限界内で市民たち自らが，地域
別とか部門別とかの協力と交渉をたよりにして，ただ必要最低限の直接的国家
干渉だけでもって，彼らの労働と生活とを組織化する責任をますます多く負っ
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ているのである。著者の信ずるところでは，このユートビアは現実的な目標な
のである。それは，近代的な民主的福祉国家の発展の背後に働く究極的な推進
カである自由，平等，および友愛という理想のうちに内在する。福祉国家のイ
デオロギーをいっそう明示的にするならば，すなわち，われわれの方向と目的
とが明白にされるならば，このユートピアはわれわれの実践的な目標として浮
かび出てくるであろう。」28)と。
結局， ミュルダールは， 自由競争下では達成できない調和を創出するため
に，経済に対する国家干渉の増大が，経済に対する計画化へ向う傾向にあるの
は現実であるが，それは未だ不完全な過渡期状態にあると考えていると解され
る。
1) Gunnar Myrdal, Beyond the Welfare State, GERALD DucKWORTH & Co. 
LTD., London, 1960, p. 13. 
北川一雄監訳 G・ミュルダール『福祉国家を越えて』ダイヤモンド社 昭和38年
(1963年）， 21ペー ジ。
2) Ibid., p. 15. 邦訳， 23ペー ジ。
3) Ibid., p. 15. 邦訳， 24ペー ジ。
4) Ibid., p. 17. 邦訳， 26ペー ジ。
5) Ibid., p. 21. 邦訳， 31ペー ジ。
6) Ibid., p. 21. 邦訳， 31ペー ジ。
7) Ibid., pp. 22-23. 邦訳， 32-33ペー ジ。
8) Ibid., pp. 23-24. 邦訳， 34-35ペー ジ。
9) Ibid., p. 24. 邦訳， 35ペー ジ。
10) Gunnar Myrdal, Das Politische Element in der nationaliikonomischen Doktた
inbildung, Aus dem schwedischen ubersetzt von Gerhard Mackenroth, Berlin 
1932, S. 180. 
山田雄三訳 G・ミュルダール『経済学説と政治的要素』日本評論社 昭和17年
(1942年）， 245ペー ジ。
Gunnar Myrdal, The Political Element in the Development of Economic Theory, 
translated from the German by Paul Streeten, London, 1953, pp. 116-117. 
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この箇所は最後の英訳より和訳。
11) Gunnar Myrdal, Beyond the Welfare State, 1960, p. 25. 邦訳， 37ペー ジ。
12) Ibid., p. 26. 邦訳， 37-38ペー ジ。
13) Ibid,. p. 27. 邦訳， 40ペー ジ。
14) Gunnar Myrdal, ~An llnternational Econorriy, HARPER & BROTHERS 
PUBLISHERS, New York, 1956, p. 28. 
15) Cf., Gunnar M四~dal, Beyond the Welfare state, 1960, pp. 111ー 114.邦訳，
151-154。
16) Gunnar Myrdal, An International Economy, 1965, p. 9. 
17) Ibid., pp. 9-10. 
18) Ibid., p. 10. 
19) Ibid., pp. 9ー 1.
20) Ibid., p. 1. 
21) 『季刊理論経済学』 Vol.XII Sep., 1961, 東洋経済新報社， 79ペー ジ。
22) Thomas Jefferson (1743ー 1826).
23) Gunnar Myrdal, Beyond the Welfare State. p. 74. 邦訳， 102ペー ジ。
24) Ibid., p. 54. 邦訳， 73-74ペー ジ。 Cf.ibid., p. 5. 邦訳， 76ベー ジ参照。
25) Gunnar Myrdal, op. cit., p.p. 45-46. 邦訳， 63-64ペー ジ。
26) Ibid., p. 58. 邦訳， 80-81ペー ジ。
27) Gunnar Myrdal, Economic Theory and Under-Developed Regions, GERALD 
DucKwORTH & Co. LTD. London, ・1957 pp. 48ー 49.
小原敬士訳 G・ミュルダール『経済理論と低開発地域」東洋経済新報社 昭和34年・
(1959年）， 59ペー ジ。
28) Gunnar Myrdal, Beyond the We/fare State, p. 70. 邦訳， 96-97ペー ジ。
皿 ミュルダール国家千渉説の理論的背景
さて，これまでのところはミュルダールの著作『福祉国家を越えて』を中心
として彼の資本主義銀を概括してきたが，この節は，彼の資本主義観の基本を
なす理論的バックにさかのぼって考察することを目的としている。
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彼の理論的背景の支柱についてはこの場合二つ考えられる。その第ーは古典
派の自然調和観， すなわち古典派自由主義経済の均衡概念に対する批判であ
り，その第二は第一に対する積極的裏付けであるところの循環的・累積的因果
関係の原理である。
何故この二つの支柱がミュルダールの資本主義観の基礎理論であるのかは，
前章の中からは充分に理解されないかもしれない。なるほど第一の古典派的自
然調和観批判は「家族計画」についてのところで少しふれているが，それは補
論的なものであったし，充分であるとはいえないであろう。第二の累積的因果
関係に至ってはほとんどこれまでの議論には出てこなかったに近い。
したがって，ここで何故この二つの支柱がミュルダールの基礎的理論である
かを説明しなければならないであろう。そこで一応の説明を試みるならば，次
のようにいいうる。
ミュルダールが，経済に対する国家の干渉を必然なりと説くからには，それ
は当然，経済は自由競争にまかせておけば，神の「見えざる手」 (invisiblehand) 
によってうまく導かれるとなす古典派的自然調和観や，その系をひく近代的均
衡概念と抵触することになるのは明らかであろう。ミュルダールは，むしろ逆
に経済は自由競争や自由放任にまかせておけば各種の利益団体の利害関係は，
ますますその格差を拡大し不均衡になると考えるのである。すなわちこの不均
衡は，これからみるように，悪循環を一例として説明される循環的因果の累積
過程によってますます拡大される傾向にあるというのである。彼の用いていな
い表現であるが，独占と集中が進むということであろう。このような傾向の弊
害を是正するために民主化や平等化の要求があり，各種の利益団体や圧力団体
の利害関係を整合 (coordinate)するために国家の干渉が必要となるというの
である。そしてすでにわれわれがみてきたように，この国家干渉が増大する傾
向にあって，この増大が自然に国家の経済についての計画化へと導くというの
であり，この計画化によって得られた調和が「創造的調和」なのである。この
ような調和が得られたとき，人々は自由，平等，友愛や機会均等という西欧的
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理想をとりもどすことができるというのであり，かかる状態を得たとき人々は
初めて「統合」 (integration) されていると感ずることができると説くのであ
る。
以上で， 自然調和観批判と累積的因果の理論の二つがミュルダールの資本主
義観の中に占める位置が理解されたことと思う。
そこで 『福祉国家を越えて』 の中からミュルダールの次の言葉を引用しよ
う。「完全競争理論の主要な命題は，著者の記憶するかぎりでは，『もし』経済
単位が市場の大きさに比べて無限に小さく，また，共同して活動するというこ
とがなければ， どの経済単位も市場で，自己の活動を通じては， なんらの影響
力も， もつことができないというのであった。もしだれかが自己の行動ー＿す
なわち，自己の需要または供給一ーを変えようと決意しても， そのことは，生
産物の総需要・供給に，また， したがって価格に対して，いささかの影響も与
えることができないであろう。それだから，買い手であれ売り手であれ，個人
にとっては，市場および価格は，独立変数，すなわち個人の行動にとっては一
組の客観的で所与の条件なのであった。それらは季節や天候と同じく，まった
く個人の支配外にあって，彼が死滅しないためには， それに向けて自らを調整
しなければならなかったのである。このモデルに黙示的に含まれている諸前提
のもとでは，市場での価格形成が，基本条件の変化するごとに新たに均衡を回
復するという『機能』を絶えず円滑に遂行したのである。このような完全市場
もちろん，けっして実在しないものと理解されていた。しかしながら，周は，
知のいま一つのもっとたいせつなことは，長年にわたって現実がこの自由主義. . . . .. . . . . . 
的理想状態から絶えずますます遠ざかってきたということである。」1)(傍点ー 有. . . . . . . .. . . . . . . . . . ... . . . 
田）
ここには典型的な自然調和，均衡概念に対する批判がみられるが， それと同
時に，傍点で示したところにおいては累積的因果関係による不均衡の加速度的
増大に注意が喚起されている。ミュルダールにあっては，単に古典的自然調和
観や近代理論の均衡概念を批判し，現実にはそのような調和や均衡は存在しな
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い，あるのは不均衡であるというだけではなくて，むしろ積極的に，この不均
衡は加速度的に増大するというのである。彼の理論体系の中では，自然調和・
均衡概念批判と累積的因果の理論とは表裏一体をなす密接な関係にあるといえ
よう。
A 古典派自由競争経済理論批判
このようなミュルダールの古典派的自然調和観や近代理論の均衝概念に対す
る批判は，何も『福祉国家を越えて』 (1960年）において， あるいはその少し
前の著作において初めてあらわれたといったようなものではなく， 30年も以前
から彼の主張するところであった。2)すなわち， この思想はすでに， ミュルダ
ールの学問的地歩を不動のものとした3)といわれている著書， 『経済学におけ
る科学と政治』 (1930年） （＝『経済学説と政治的要素』） にもすでにあらわれて
いた。しかもそれは単に朋芽としてではなくて，むしろ確立されたものとして
存在していたのである。
経済に対する国家干渉を必要なりとするミュルダールの説は，同書第5章「
経済的自由主義」の中で，スミス， リカアド， J. s・ミル等を批判する形で
説明されている。その説明は大体において，次の三つに整理することが可能で
あると思われる。すなわち，
1. 一社会内における利害闘争の存在。
2. 自由競争経済は「生産・交換」面にはあてはまるが， 「分配」面には
あてはまらないという留保条件と，そこから生ずる政治的干渉。
3. 分配面のみならず，生産面をも含む広範な干渉の必要性。の三つであ
る。
まず第一に「利害闘争」 (interestconflict) についての彼の主張をみてみよ
う。彼は次のようにいう。
「アダム・スミスは社会内部の不調和に対し，即ち利害闘争に対して何等慧
眼を持ってはいない。彼が利害闘争を見る場合には，彼は善意的な人類の友と
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して立ち現われ，貧者と被圧迫者とへの味方となっている。しかしそれも，そ
こここに富者を責める難詰的な皮肉の言葉を示すにとどまっている。全体とし
ては彼は利害闘争を見ていないということができる。彼は調和的な世界に生き．．．．．．．．．．．． 
ているのである。充分理解のある自我的な利己心は結局には社会的利用を高め
るように導かれると見ているのである。」4)(傍点一有田）すなわち，スミスは，
社会内部の利害闘争をば全く単純に考察の外に置いたというのである。
ミュルダールは，一社会内に対立する利害闘争がないという考え方を「共産
主義的擬制」 (communisticfiction)と呼んで，その非現実的考え方を非難する。
彼はいう，
「ここに吾々が本書の各処に『共産主義的擬制』と呼んだものが横わる。人
はここでアダム・スミスを考えることができる。彼は旧い範列に従って国家を
類同的に家族経済と見，かくて経済行程に対する統一的目的樹立を指示してい
る。人は国内政策を問題にする場合に， 『社会』とか『社会所要』とかいうこ
とを語り，更に或は『Aなる国』と『Bなる国』との，又はイギリスとポーラ．
ンドとの利害ということを語り， 或はジェヴォンズの用語で各種の『交換団
体』ということを語る。リカアドによって極めて鋭く強調された社会内部の利
害葛藤をば全く単純に考察の外に置いた。」5) (傍点ー 有田）
ところが，スミスとちがってリカアドは，現実の中に利害闘争を見，それを
体系化した。それについて， ミュルダールは次のようにいう。
「マルサスは既に1797年に彼の人口論を公刊し，それを基礎にして1815年に
彼の地代論を展開した。アダム・スミスの一般価格論を基礎として，遂に・リカ
アドはこれらの二つの『法則』を彼の分配論のうちに結びつけた。かくて首尾
一貫して全経済理論は強く悲観的な色彩を帯びた。殊に三つの社会階級の利害
闘争が強調された。地代は無為にして若しくは生産への貢献なくして地主に帰
するところの所得である。地主の利害はリカアドによれば他の社会階級の利害
と常に対立するものである。社会の成長するに伴い地代は自動的に高まり，こ
れによって生活資料は騰貴し，他の社会階級の社会生産物に対する分前は減少
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する。しかもまた他の二つの社会階級も互に相争う利害をもっている。残りの
社会生産物に対する利潤の分前は同時に労働賃銀の分前が低くならなければ高
まらないし，また利潤が低くならなければ賃銀は高まらない。 （それは極めて
圧縮した形での経済過程の社会面に関するリカアドの見方である。その描写は
殊に動能的展望に暗影を投じ，利害闘争を強く目立たしめている。」6)
かくて，現実の中に利害闘争をみつめるような傾向が生じたのであるが，そ
のことは必然的に国民所得の分配問題を，ひいては社会主義的な考え方を惹起
することとなった。いうまでもなく，これらは自然的調和に抵触する可能性を
もったものや，自然的調和の否定そのものである。
したがってここで，われわれは，第二にあげた，「自由競争経済は『生産・交
換』面にはあてはまるが，『分配』面にはあてはまらないという留保条件と，そ
こから生ずる政治的干渉」をミュルダールとともに考察し・なければならない。
彼は，アダム・スミスの中に「自然調和観」をみ，ダヴィッド・リカアドの中に
「利害闘争」をみたように， J.s・ミルの中に「自由競争経済原理は分配面
にはあてはまらないという留保」を見出した。彼はいう，「さて， ミルは古典派
自由主義と社会改良の願望との奇妙な混合が統一ある体系にみえるように努力
した。彼がこの目的のために生産面と分配面との厳しい区別を用いたことは殆
んど驚くにあたらないことである。この区別は全古典派体系にとっては基本的
なものであることは我々のみてきたところであり，我々はリカードやヂェイム
ズ・ミルによるその使用を批判してきた。シーニア (Senior) によれば生産と
交換の諸法則は普遍的に有効でありそれに反して，分配の法則は国々の制度に
依存しているのである。いわば，その区別は理論的経済学と実践的経済学との
相異の具体的形式となった。 J. s・ミルは，生産の法則＿＿すなわち常に交
換を含むところのものーは『自然科学的真実』 ("physicaltruths")であるが，
それに反して分配は全く独断的な制度的諸力によって決定されるであろうとい
うことを一層強く主張さえした。」7)
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このようにJ.s・ミルは分配は自由競争の原理によって決定せられるので
はなくて，全く別個の制度的諸力によって決定せられると認めた。そして，彼
は次にみるように，社会悪は「別個の制度的諸力によって決定せられる分配」
が誤っていることによると主張する。すなわち，「ミルは生産と交換の過程では
経済的自由の原理は自然法のごとく支配するということを独断的に主張した。
干渉は自然の作用を弱めうるにすぎないし，福祉を減少させるものである。し
かしミルはまた福祉は分配上の改良によって増加されうるという制度論者の議
論をも用いた。生産の分野においては自由競争は法則として残らねばならな
い。社会悪は生産と交換の過程における不充分さの結果ではない。それらは全
く誤った分配の故である。」8)
このように分配が制度的諸力によって決定せられるものであり，それが誤っ
ているのならば，当然そこに政治的配慮にもとづく，干渉が考えられねばなら
ないこととなる。
しかし， ミュルダールの主張する「千渉」は， 国家による中立的干渉であ
る。これは同じ干渉であっても，私欲のために企業者が行なう経済干渉とは異
質のものである。これについて彼は次のようにいう。
「自由主義の最も厳格な批判家達ですら，此の（自由主義の一有田挿入）観念
の束縛から免れ得ることは極めて稀である。しばしば彼等は自由主義的学説に
対してただ多少ともオ智ある非難を浴びせるけれども，しかも彼等は此の学説
の核心には触れずにいる。吾々は一例としてヴェプレン9)を挙げることができ
る。一般に自由主義の理論家達は，企業者利得の理論について企業者が生産諸
要素を『最も経済的な』使用に持ち来すことによって利得を得ると説く傾向が
ある。企業者は個人的の利得追求に赴くことによって，同時に社会的生産の効
果を高める。之に対しヴェブレンによれば，企業者は或る場合に於ては最大生
産の目標に反するような行動をとることによって利得を収めるというのであ
る。その可能は，ヴェプレンによれば，或る一定の社会制度の基礎の上に企業
者のもっているものである。ヴェプレンの理論は或る意味に於て当然自由主義
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的理論の正反対のものである。しかし注意すぺきことは，本来の図式即ち思考
範疇はそれと同様であり，彼にとっても結局のところ念頭に浮んでいるのは干
渉によって妨げられなければ最大の生産を得るという理想的な経済の描図であ
って，ただ彼の場合には『干渉』が企業者による干渉として解されているに過
ぎないのである。自由主義的学説に対するヴェブレンの批判は，だから自由主
義的理論家によって困難なく理解され得る種類のものである。即ち問題は何が
『干渉』であり，また何が『自然的な，自由な』発展であるかを決めるという
ことにあるに過ぎない。そういう種類の批判は従って自由主義的理論の一般的
諸前提を受け容れているのである。自由主義理論家は此の批判への反駁を試み
る場合に彼の理論の体系的な範囲内にとどまることができるのである。」10)
かかるヴェプレン流の干渉概念は，大前提として自由競争経済があるのであ
って，自由競争経済に対する障害としての干渉である。それに対してミュルダ
ールの主張する干渉は自由競争の回復のための干渉である。それについて彼は
次のようにいう， 「当然人は現実に『合理的』な行為がなされるということを
前提している。すぺて慎重な綾述にあっては既に此の点に一つの制限を設け
る。若し人が合理的に行動せず，例えば不健全な広告や不当な競争の基礎の上
に行為するということを想定すべきであるならば，此の見地から自由競争を回
復するものと考えられる千渉が本来存しなければならない。」11)
かくて，われわれはミュルダールの主張する干渉の性格をみた。
さて，第三にあげた「分配面のみならず，生産而を含む広範な干渉の必要
性」をミュルダールは次のように説く。
分配面に関するかぎりでは，自由競争経済があてはまらず，制度的諸力，す
なわち干渉によって分配が決定せられるのならば，分配が国民所得と関連して
いるかぎり，国民所得の大きに対する干渉もまた必要となるのではないか，し
たがって，干渉は結果としての国民所得の分配のみならず，それ以前の作り出・
される国民所得への干渉を必然とする。このことによって干渉は分配面のみに
限定されなくなると婉曲に主張している。
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その説明の手掛りとしてミュルダールは，自由競争経済原理は生産・交換面
には妥当するが，分配面には妥当しないとなす考え方は，本来不可分の関係に
ある価格形成を二つの領域に分つことになるという。すなわち， 「この方法で
価格形成の二局面を分けることが可能なのか，また各々を別々に取扱うことが
できるのか。個々人にとっては受取と支出，所得と出費とを分つことは意味が
ある。彼が彼自身や彼の家族の種々なる必要，すなわち彼の支出を満たすよう
に彼の所得を配分する方法は，彼の所得の大きさを決定しはしない。……。同
じことは全体としての社会にはあてはまらない。今や国民所得の大きさとその
分配との間に関連があるということを否定するような人は一人もない。 しか
し，その問題は二つの段階で解決されると思われる。すなわち，第一に国民所
得の大きさへの干渉の効果が研究され，しかる後その分配への効果が研究され
る。」12)
ここにみられる問題は，今日的表現を用いれば，明らかに微視的分折と巨視
的分析との相違である。微視的分析上正当なことが巨視的分析上あてはまらな
いこともありうるということは今日では多言を要しないことであろう。
さて，こ 9の二つの要素はその種々なる組合わせを考えるとき，彼のいう「価
値前提」 (value premises)が関係してくるという。（この「価値前提」については，
ミュルダール研究上，また別個の一論文を要することであるが，本論文では，単にこれを
「価値判断の仮説」と理解しておこう。） 13)彼はいう， 「この分離は重要な結果を
生ずる。先づ第一は，二つの要素が存在するのであるから，何らかの実際問題
においては，両者は常に考慮されなければならない。価値前提(valuepremises) 
は常に両要素の種々なる組合せについての望ましさと照らし合わされねばなを
ない。」14)と。
その上， 国民所得は政治的価値とは無縁でありえないと彼はいう， すなわ
ち，「第二の帰結はもっと重大である。何らかの干渉の結果は両基準によって判
断されねばならぬから，一つを構成している『国民所得』なる概念は，政治的
な意義のある何かを意味しなければならない。」15)と。 その理由を彼は次のよ
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うにいう，「もし『国民所得』が，分配のほかに， すぺての条件上政治的に関
係あるものとして定義されないならば，そのとき『国民所得の分配』なる概念
は同じように政治的に無関係となる。」16)と。
このように分配面には自由競争原理があてはまらないという古典派の留保条
件をつかまえて，そこから， ミュルダールは分配と国民所得が密接な関係にあ
るから，分配面に干渉が入るのならば，当然国民所得の面にも千渉が入らざる
をえないという。
そのことは国民所得の大きさの決定への干渉であり，それは生産面への干渉
につらなる。すなわち，彼は次のようにいう。 「多くの人々は労働するために
生活し，生産するために消費するといってもいいのである。苦境の下に生活す
る多数の人々は彼等の消費からよりも，むしろ彼等の生産的活動から，より多
く生活価値を実現する。剰つさえできるだけ多くの人をして此の方法に於て生
活し得る条件をづくり出そうとすることは，しばしば広汎な社会的理想の表象
として特色づけることができる。むしろ重要な社会政策的干渉はまさに生産行
程自体とその条件とに向けられ，これに反し生産の結果とその分配とには直接
には向けられていないということが示される。」17)
かくて，われわれはミュルダールが，分配面のみならず，生産面への国家干
渉を考えていたと推論できるのである。
1) Gunnar Myrdal, Beyond the Weif are State, 1960, p. 2. 邦訳， 32-33ペー ジ。
2) 「ミュルダールのこうした異色の理論的核心は，すでにその処女作『価格形成問題
と経済変動」 (Prisbildningsproblemetoch Fiiriinderlighetenぶ927-—有田挿入）の
なかに見出される。ミュルダールはこの処女論文において，古典派経済学および近代
理論の背兼にひそむ自然法的理念をするどく批判したのであった。」 （長洲ー ニ・富
塚文太郎編著『現代の資本主義観』至誠堂 昭和40年 (1965年）， 188ペー ジ。）
3)長洲ーニ・富塚文太郎編著『現代の資本主義観」至誠堂昭和40年(1965年）， 188-
189ペー ジ。
4) Gunnar Myrdal, Vetenskap och Politik i Nationalekonomien, Stockholm, 1930. 
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Das politische Element in der nationalokonomischen Doktrinbildung. Aus 
dem Schwedishen tibersetzt von Gerhard Mackenroth, Berlin, 1932. 
(Junker und Dtinhaupt Verlag.) 
山田雄三訳（独訳より）G・ミュルダール『経済学説と政治的要素』日本評論社 昭
和17年 (1942年）， 224ページ。
, The Political Element in the Development of Economic Theory, translated 
from the German by Paul Streeten, London, 1953, p. 107. 
5) G. Myrdal, The Political Element in the Development of Economic Theory 
p. 115. 邦訳， 242ページ。
6) Ibid., p. 108. 邦訳， 226ページ。
最後のマルカッコで示したところは英訳文では，次のようになっている。「これは，
概説的な，経済発展の社会的局面についてのリカアドの陰ウツな見解である。」
7) Ibid., p. 126. 邦訳， 262-263ページ。
8) Ibid., p. 126. 邦訳， 263ページ。
g) Thorstein Bunde Veblen (1857-1929). 
10) Gunnar Myrdal, op. cit., pp. 104 -105. 邦訳， 220-221ページ。
11) Ibid., 英訳文になし。邦訳2,70-271ペー ジ。、
12) Ibid., p. 131. 邦訳， 271ページ。
この箇所は邦訳に依らず英訳にもとづいた。
13) ミュルダールのいう「価値前提」とはいかなるものか，それは次の引用によって多
少明確なものとなるであろう。「価値前提は公然と述べらるべきである。それらはは
つきりと述べらるべきであって暗黙の想定としてかくされていてはならない。それら
はわれわれの政策決定のための前提 (premises)としてのみならず，われわれの積極
的研究の方向を決定するためにも用いらるべきである。それらは意識しつづけられね
ばならないし，その仕事を通じて注意の焦点におかれていなければならない。これは
研究の偏向 (bias)に対するわれわれの唯一の防御である。というのは偏向とは承認
されていない価値判断 (valuation) によって方向づけられていることを暗示してい
るからである。その価値前提はできるだけ特別に具体的に組織的に述べらるべきであ
る。それらは先験的に(apriori)に自明であるとか，一般的に有効であるとかいうわ
けにはいかない。それらは選択されねばならないが独断的にではない，なぜなればそ
の選択はわれわれが生活している社会との適切性や意義の基準にあわねばならないか
, 30 
グンナー・ミュルダールの現代資本主義銀（有田） 5 2.9 
らである。」 (GunnarMyrdal, Value in Social Theory-A Selection of Essays 
on Methodology, edited by Paul Streeten, London, RouTLEDGE & KEGAN 
PAUL, 1958, p. 52.) 
14)即d.,pp. 130-'--131. 邦訳， 271ページ。この箇所も邦訳によらず，英訳に依拠。
15) 16) Ibid., p. 131. 邦訳， 271-272ペー ジ。
邦訳によらず，英訳による。
17)即 d.,p. 136. 邦訳， 285-286ペー ジ。
B 循環的・累積的因果関係の理論
次にわれわれは， ミュルダールの古典派自然調和観批判の積極的裏付けをな
す，彼の「累積的因果関係」の理論をみなければならない。これについては，
彼は『福祉国家を越えて』 (Beyond the Welfare State, 1960)の中では，既知の
概念として扱っており，ほんの少し関説しているだけである1)。そこで一層詳
細なものについては『福祉国家を越えて』に先立つ著作『経済理論と低開発地
域』 (EonomicTheory and Under-Developed Regions, 1957)によらなければならな
しヽ。
さて，彼は循蝶的・累積的因果関係を説くにあたって悪循環の観念を導入口
とするのであるが，これについてウィンスロウ (C.F. A. Winslow) 教授の次
のような言葉を引用している。「貧困と疾病がひとつの悪循環を形づくることは
明らかであった。男や女は貧困であるがゆえに病気にかかっていた。彼らは病
気であったために，ますます貧困となった。貧困であればあるほど，ますます
病気になった。」2)この具体例としてミュルダールはアメリカの黒人問題をあげ
る。
「説明のモデルは，そのもっとも単純な形においては，二つの要因に還元す
ることができる。いろいろな点において黒人に対する差別待遇をひき起すとこ
ろの『白人の偏見』と，黒人住民の『低い生活水準』とがそれである。これら
の二つの要因は互いに相互関係をもっている。黒人の低い生活水準は白人から
の差別待遇によって引き下げられているとともに，他方においては，黒人の貧
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困，無知，迷信，貧民窟の住居，健康の欠陥，醜い外貌，悪臭，乱暴な行為，
不安定な家族関係および犯罪性が黒人に対する白人の反感を刺戟し， 助長す
る。
白人の偏見と黒人の低い水準は，かくして互いに他を『ひき起す』。 もしも
ある時点において事態がそのままにとどまる傾向をもつならば，それはその二
つの力が互いに均衡を保っていることを意味する……。そのような静態的な
「調節』は，しかしながらまった＜偶然的なものであり，決して安定的な均衡
の状態ではない。もしもこの二つの要因のいずれかが変化するならば，それは
必ずや他の要因の変化をもひき起し，そして，一つの要因の変化が他の要因の
反作用によって絶えず助長せられ，それが循環的な仕方ですすむような相互作
用の累積的過程を開始せしめる。」 3)
以上は悪い面ばかりであるがこのような相乗的，加速的傾向は，何も悪の面
に限ったものではないと彼はいう。すなわち「きわめて明瞭なことであるが，
貧困の減少，より多くの食物，健康の改善，より高い労働能力などの循環的相
互関係は，累積的過程を下方に向ってではなく上方に向って，持続させるであ
ろう。」 4)と彼はいうのである。要言すれば，「累積過程は両方の方向に動くも
のである」 5)ということに彼が気付いた時， 「悪循環」なる語は彼にとって不
充分なものとなり， 「循環的，累積的因果関係」なる表現の必要性が生れてき
たといえよう。
この累積的・循環的因果関係は，良きにつけ悪しきにつけそれが累積すると
いうことを主張するのである。したがってその帰するところは彼の引用句によ
れば「すべて持てるものは与えられて，いよいよ豊かならん。されど，持たぬ
ものは，その持てるものをも奪わるべし。」 6)ということになる。 このことは
彼の用いていない表現を借りれば，独占と集中の進展であり，窮乏化の深化で
あろう。そしてミュルダールはいう「累積過程は，もしもそれを規制しなけれ
ば，ますます不平等をつくり出すであろうということである。」 7)
以上，われわれはミュルダール国家千渉説の理論的背景をなす二つの支柱，
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すわち自由主義的均衡概念批判と循環的・累積的因果関係の理論をみてきた
が，この両者の関連をミュルダールは次のように説明する。 「私の出発点は，
ある社会体制における変化を説明する場合，安定均衡という観念を選ぶことは
通常では誤った類推であるという主張である。社会的現実に適用される場合，
安定均衡という仮定に伴う誤謬は，ある社会過程 (a[social process) は，何か
別の意味で諸力間の均衡状態として描かれうる点に向う方向にしたがうという
その観念である。この観念の背後には他のまだもっと基本的な仮定が存在して
いる，すなわち，ある変化は要するにその最初の変化とは対照的な方向に向か
う変化の形態でもって普通その体制の中に反動をよびおこすであろう。という
ことである。私が本書 (EconomicTheory and Under-Developed Regions)におい
て解明しようとする観念は，それとは反対に，通常の場合社会体制の中には自
動的自己安定へのかかる傾向は存在しないということである。体制は自から何
らかの種類の諸力間の均衡に向って動いているのではなくて，常にかかる状態
から乗離する動向にある。」 s)
ここに安定均衡の観念とか仮定とかいわれているものは，まさに古典派的自
然調和観や近代理論の均衡概念についての一般的表現であろう。したがってこ
の引用文に要約されているごとく， ミュルダールは自由主義的均衡概念批判に
もとづいて，単に現実が不均衡であると主張するのみではなくて，循環的・累
積的因果関係の原理にもとづいて，現実ではその不均衡や不平等が拡大される
傾向にあると説くのである。すなわち，自然調和観・均衡概念批判と累積的因
果関係の理論とは表現一体をなしているが，後者は前者の単なる裏付けではな
くて，積極的裏付けという関係にあるといえよう。
1) Gunnar Myrdal, Beyond the Welfare State, 1960, p. 45. 邦訳， 63ペー ジ。
2) Gunnar Myrdal, Economic Theory and Und研 DevelopedRe, 斜ons,GERALD 
DUCKWORTH & Co. LTD., Londop, 1957, p. 1. 
小原敬士訳 G・ ミュルダー ル『経済理論と低開発地城』 東洋経済新報社
昭和34年 (1959年）， 11ペー ジ。
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3) Ibid., p. 16. 邦訳， 18-19ペー ジ。
4) 5) Ibid., p. 12. 邦訳， 12ペー ジ。
6) Ibid., p. 12. 邦訳， 12ペー ジ。
「マクイ伝」第25章第29節，第13章第12節。
7) Ibid.,_ p. 12. 邦訳， 13ペー ジ。
8) Ibid., pp. 12ー 13.邦訳， 13-14ページ（ただし邦訳用いず）。
C ミュルダール経済社会観の特色
これまで見てきたところから明らかなように，一応ミュルダールは資本主義
は存続しうると考えているといいうる。勿論そこにはミュルダールのいう意味
での「計画化」が資本主義経済体制内で進展することを条件としているが。
しからば，計画化さえ進展すれば，何の危惧も無しに資本主義は存続すると
考えているのかといえば，必ずしもそうとはいえない点もある。彼の抱いてい
る危慎は，彼の理論の中核をなす「計画化」に対する障害としてとらえられて
いる。
すなわち彼の言葉によれば「西欧的諸国では，計画化への趨勢が民主主義へ
の危険ではないことは確かであるが，この逆の命題の側にもっと多くの真理が
ある。民主主義はそれ自体計画化への趨勢に対する推進力の一つであるが，そ
の民主主義の現われ方のうちのいくつかは，計画の合理性を十全にすることを
危うくするか，あるいは少なくともくり延べさせる力をもっている。」 1) 要す
るに計画化は民主主義を危険に陥れることはないが，民主主義は計画を危険に
陥れる可能性をもっているというのである。
何故か，彼はいう「民主的な手順には，計画の合理性を脅かす危険がある。
このことがそうなるのは，人々が自己の利害や事実について与えられる情報が
不備なものであり，したがって，だまされやすいかぎりにおいてである。」 2)
だまされやすい条件として彼は二つあげる。 先づ第一に民主化の度合をあ
げ，「全国的， 地域別および部門別のレベルでの共同生活に積極的に参加する
程度が低ければ低いほど， 人々はそれだけ迷わされ容易にだまされるのであ
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る。」 a) という。第二に通信事業の役割， 通信の影響力， 俗ないい方をすれ
ば，マスコミの力をあげる。彼はいう「非民主主義的で保護主義的な社会制度
では，恐るべき力をもつ通信事業が大きな役割を果たしており，それが大衆の
態度と選択とを左右するのである。通信の自由は民主主義の一つの基本原理で
あるから，その活動をきわめて効果的に侵害することはできない。しかし，そ
れも一つの産業である以上，そのサービスは一定の価格を支払えば入手できる
のであり，その運営は貨幣的有効需要に応じてなされている。通信事業が人々
を左右するかぎりでは，それは彼らの消費様式だけでなく公的な問題について．
の彼らの世論や投票も決定するかもしれない。これはまさに民主主義の基底を
ねらい打つものである。」 4) そしてさらに彼は「有権者が投票で示したほんと
うの意向を効果的に実現させようとする，たとえば，税負担の分担とか産業統
制などに関する諸改革案は，どんなところでも，現状維持に既得権益をもつ人
々や集因によって雇われた通信事業のサービスがつくり出す，すさまじい抑圧
力を克服しなければならないのである。」 5) という。
そして実際に存在している弊害として次のような諸点をあげている。 「われ
われの膨大な所得再分配政策においてさえも，いまなお多くの見せかけが存在
するのである。われわれの課税は，急傾斜をもって累進的であると公示され一
般にも信じられているのであるが各種の抜け道があって，税法は，富者に一方
では『所得』の大部分を税として支払いながらも裕福な生活を送りつつ，ます
ます富裕になるに任せている。イギリスその他の数ケ国では，資本や資本収益
は無税であり，また寛大な方策があって死亡以前に富を供与することによって
相続税を回避できるのである。ところでこのような状況は，納税や社会保険料
の支払いにあえぎきっている労働者や俸給生活者からは大部分隠蔽されている
のであるが，まさに言語同断といってもよいほどである。スエーデンと合衆国
では課税制度がもっと厳格ではあるが，そこでさえ課税の実質的負担がどこに
落ち着くかは，外見とは著しく異っている。」 8) 彼は資本主義社会には資本家
階級のゴマカシが存在していることを認めている。このゴマカシを完全なもの
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にするために資本主義会社は次のような手段をとる。
「スエーデン以外では，個人の富と所得は公的記録にとどめらるべきもので
はなくて，まった＜個人の私的な問題であると考へられている一ーただ税額査
安当局には内々で実情を伝えなければならないし，またそれらが統計には使用
されるかもしれないという規定があるだけである。もっとも，統計では個人は
集団の中に姿を隠してしまうのであるが＿。個人の経済的地位についての秘
密は，その地位を高められて，重要な市民的自由という権威をもつようになっ
たのである。」 7) このようにして資本家階級は富を独占しようとするのみなら
ず，そのための経済的権力の独占を狙い，ゴマカシをおこなう。すなわち「法
人の巨大で匿名的な利害はいろいろな影響をもつが，それに対して労働者や消
費者の力による民主的なバランスがとられることは，ほとんどない。これら法
人は高度に熟練した隠匿の名手であり，また広範な影響をもつように見えて実
はうまく回避できるような統制を受け入れることもうまいのである。普通の株
主にはほとんど実質的な影饗力をもたせないようにする重役兼任の制度や，経
済，政治，高等教育その他すべての領域での最高指導者間の連結などが，実質
上の権力的寡頭政治を創出していくのである。このことが特に有力に現われる
のは，合衆国のように，集団組織への大衆の参加や支配が弱くなりがちで，そ
のために，たとえば労働組合などでの大衆指導者がなれ合いの共謀にたやすく
引き込まれることができる，といった国々で見られる。イギリスでは階級的な
階層体系が残存していて，それが捕捉しがたいようでも確固たる構造を提供し
て，この非民主的権力集中に役だっている。」 s)
この経済的権力支配は，それを十全のものたらしめるべく政治権力の支配を
も望む。ミュルダールはいう「富裕階級は通常，自己の利益を保護してくれる
政党に献金をして， 『ドルとともに投票』してもかまわないのである。秘密投
票の原則が妙なふうに拡張されて，政治献金は匿名にしておくことを許されて
いるのが普通である。政治献金をするものは，実は課税の対象となる所得から
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政治献金を控除することを許される場合も多く，その結果このように私的指図
によって金で権力を買うことも，実際には大部分国家自体が補助していること
になってしまう。」 9)
このようにして経済的権力と政治的権力が富とともに資本家階級の手に集中
される結果生ずるのは，「低所得層の利益になる改革は，高所得層に与えられる
もっと大きい利益を隠蔽するための賄路にすぎないという場合が往々にしてあ
る。たいていの西欧的諸国での農業政策を見れば，いまいったことについての
豊富な証拠がある。」 10) というよなことである。
ミュルダールは上述のごとく，明確に資本主義社会における資本家階級によ
る国家支配，政府支配を直視しているにもかかわらず，換言すれば，政府や国
家は資本家のための機関になるか，機関であることを知りながら，革命意識を
抱かず彼は国家による「計画」に，何故あれ程の信を置くのであろうか。
その答を彼の言葉の中に求めれば，「これは結局のところ， 民主主義の完成
度を増大するためには，人々をいちだんと啓蒙し同時に不断に油断させない必
要がある，ということに帰着するのである。」 11) という言葉にみられるよう
に人々の「啓蒙」ということに望みをかけているのである。
さらに次のようにもいっている。 「福祉国家も方針をぐらつかせているよう
なこれらの問題では，教育によらなければ進歩はありえない。各個人は真実の
自分の利害とか，いっそう深いところにある自分の価値判断のレベルでいだい
ている理想などを含めて，社会的事実をもっと正確に知るようにされなければ
ならない。」 12) ここにいう教育は，換言すれば「啓蒙」である。
この教育，啓蒙の効果について彼は言う「個人が住んでいる国民社会につい
ての客観的知識が向上すれば，彼が権力的寡頭政治によって誤導されることは
なくなるであろう。彼は課税その他すべてのことを改革するであろう。自分の
真実の抱負や自分と同じ市民の状況を理解するようになれば，各個人はいっそ
うの連帯感を国民社会の中のあらゆる集団に対して，たとえそれが小さくて分
裂したり不幸な集団であってさえも感ずるであろう。」 18)
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このような説明が充分な説得力をもたないことを彼自身も知っている。すな
わち「いま述べた方箋が『知識は人を自由にする』というむかしながらの自由
主義的信念以下でも以上でもないということは，著者も十分に承知している。」
14)といっている。
そこでその欠陥を補うべく，彼の経験主義的，実践主義的な面から，彼の母
国が現実世界の最高の福祉国家の一つであるという事実を背景に直ぐつづいて
次のように強調している。 「しかし，つぎのような事実に希望をもってよい理
由があるものと感じられる。それはいたるところで福祉国家は教育への信念を
いまも保持しており，現在なおいっそうの努カ一~および公共資金-—を教育
水準の向上にささげているという事実，および福祉国家はすべての分野で実際
に，しかも，狡智をもつ権力的寡頭政治のきわめて強固な既得権益や，最も強
烈に行なわれる通信事業の能力動員などを幾度も押しきって，前進を続けてい
るという事実である。」 15)
教育の力に対するミュルダールの信念は，古くから形成されており， 『経済
学説と政治的要素J(1932年）の中でも強調されている。彼はいう，「長期的に
打ちたてられた政治は既存の態度をしてその目的に奉仕せしめるということか
ら出発するのみでなく， さらに態度を創り出すように考慮せねばならない」。
16) そして，その「態度を目標意識的に創り出すには，どの世代を目指すかに
従って，二重の方法が行なわれる。長期的に有効な宣伝は将来の国民に対し考
えられなければならない。近代的児童心理学は，児童の態度なり生活の構えな
りを目的に応じた教育方法によって，実践的に関係ある多くの可能性を含む一
定の変域のうちに創り出すことができるという見解に益々傾いている。」 17)
「青少年の教育と同時に成熟せる世代が指導される。……。心理的交通のあら
ゆる通路は，政治的な影響処置に対し公然とあるいは秘かに利用することがで
きる。最も有効な宣伝は情熱に訴え，そうしてこの動態的感情状態のうちに暗
示の助けによって態度上の構えを指導し直すということから出発するのであ
る。」 18)
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これらの教育・宣伝効果についての確信は第一次大戦の強烈な経験によって
得られたものであることが引用文の前後で述べられているから， 『福祉国家を
越えて』の中で示された教育による社会悪の除去，民主化への妨害・欺睛の排
除は，単なる気休め的遁辞とは考えられない。
以上みてきたように， ミュルダールは，民主主義は両匁の剣のごとく，経済
に対する計画化への推進力であるとともに，この計画の合理性を危うくするも
のでもあるというのである。計画の合理性が危うくされるのは，一般の人々が
情報に暗かったり，宣伝に惑わされたりすることから起るのであるから，教育
・啓蒙こそがそれを防ぐ道であると説くのである。
ミュルダールは，資本主義に必然的に随伴する悪を教育・啓蒙によって除去
しうると考ているようであるが，この教育も，資本家を教育して彼らの良心や
公徳心に訴えるといったような意味での教育ではなくて，一般大衆を教育する
ことによって資本家に欺睛されることを防ぎ，資本家を監視する能力をつける
という意味での教育であるから，かなり現実的であるといえよう。
ただし，このような教育を行なうには．資本家達が良心的であるか，彼らの
政治的支配力が弱いかどちらかでなければならないであろう。資本家達が非良
心的で，彼らの政治的支配力が強力である場合には，誰がいかにして国民大衆
を啓蒙するのか，またその機会を資本家達が与えるとは考えられないという問
題が残る。
1) Gunnar Myrdal, Beyond t加 WelfareState, 1960, p. 78. 
北川一雄 監訳 G・ミュルダー ル『福祉国家を越えて』ダイヤモンド社， 108ペ
ジー。
2) 3) Ibid., p. 78. 
4) Ibid., p. 80. 
. 5) Ibid., p. 80. 
6) Ibid., pp. 78-79. ． 
7) Ibid., p. 80. 
8) Ibid., p. 79. 
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邦訳， 109ペー ジ。
邦訳， 110ペー ジ。
邦訳， 109-110ペー ジ。
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9) Ibid., pp. 79-80. 邦訳， 110ペー ジ。
10) Ibid., p. 79. 邦訳， 110ペー ジ。
11) Ibid., p. 78. 邦訳， 109ペー ジ。
12) Ibid., p. 81. 邦訳， 112ペー ジ。
13) Ibid., p. Bl. 邦訳， 112-113ペー ジ。
14) Ibid., p. 81. 邦訳， 113ペー ジ。
15) Ibid., pp. 81-82. 邦訳， 113ペー ジ。
16)山田雄三訳 ミュルダール『経済学説と政治的要素』日本評論社，昭和17年 (1942
年）， 409ペー ジ。
G. Myndal, The Political El呻卵t切theDevelopm孤tof Economic T. 枷ory,
translated from the German by Paul Streeten, London 1953, p. 205. 
17) Ibid., p. 205. 邦訳， 409ペー ジ。
18) Ibid., p. 205. 邦訳， 410ペー ジ。
IV ミュルダールの現代資本主義観
さて，本論文の主目的であるグンナー， ミュルダール (KarlGunnar Myrdal, 
1898-) の資本主義観をまとめれば次のようになるであろう。
現実においては， （自由主義経済の源流をなす古典派的自然調和観と， その系をひ
く近代理論の均衡概念を非現実的なものとして批判し）， 各種の団体間の利害衝突
(interest conflict)が存在しており，それは自然にまかせておけば， 循環的・
累積的因果関係 (circularand cumulative causation) によってその格差がます
ます増大するというのである。
その結果，平等化・・民主化の要求が強くなり，そこで，本来西欧の伝統的理
念であった自由，平等，友愛とそれらにもとづく機会均等を実現するために各
種利益団体間の相対立する利害関係の整合 (coordination) が必要となってく
る。この整合のために国家干渉 (stateintervention) が必要となり，この経済
に対する国家干渉は国際的，国内的諸条件から増大の傾向にあり，この国家千
渉の増大は遂には経済に対する国家の計画化 (planning) を生み出すにいた
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る。この国家計画 (stateplanning)によって得られる調和は， （古典派の自然的
調和に対置される）創られた調和，すなわち創造された調和 (createdharmony) 
である。この創造的調和によって，自由，平等，友愛や機会均等という西欧の
伝統的理念が実現され，かかる状態を得たとき人々は良く統合 (integration) 
されていると感ずることができるのである。
このような国家が福祉国家であり，現在，理想的とはいえないとしても極<
少数の西欧諸国にみられるというのである。 1)
以上のミュルダールの資本主義観には「現代」なる語が冠せられていないか
ら，何政これが「現代資本主義観」として扱いうるのかについて述べねばなら
ないであろう。
ここでわれわれは本論文の第一章「現代資本主義の問題意識」の最後におい
て，都留重人教授の言葉を引用して，（イ）資本主義制度の「無政府的」性格の止
場，（口）所得分配不平等の補正という二つの問題群に要約できる制度的変貌に資
本主義変貌の根本的要因をみようとする態度を思出すことができる。
ミュルダールは，古典的自然調和観を否定し，経済に対する国家干渉を説く
点において，資本主義制度の「無政府的」性格の止場を主張しているといえる
であろうし，また各種利益団体間の利害衝突を整合するという点において，所
得分配の不平等の補正が含まれる。
さらに，都留教授が現代資本主義に関して「経済政策の進化を説くものも，
一方においては政策の手がかりが法制化されることから広い意味での制度の変
貌を示唆している」と説明するのは， ミュルダールが，経済に対する国家干渉
の増大が，計画化に至ると説くのと，まさに軌を一にしている。
さらにいうならば，本論文第一章においてわれわれは，現代資本主義の問題
意識発生の原因を，第二次大戦後の主要資本主義諸国における不況緩和にある
ということをみている。
ところがミュルダールの母国であり，彼の念頭にあった福祉国家スウェーデ
ンにおいては，不況緩和はそれよりも早く実現されている。そのことは次の引
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用文によるのが便宜である。「ミュルダールは，理論的な研究とならんで現実の
政策にとり組む経済学者であった。たとえば， 1933年から38年まで，スウェ...:...
デン政府の経済顧問として，世界恐慌に対処しようとする革新党の政府を助け，
長期的均衡予算制度を提案し，実行させ，今までの定説である年々の均衡予算
にかわって，不況期には公債を発行して不況を緩和させ，景気が上昇するとそ
こから生れる財政の黒字で公債を償還させ，景気の一周期としては均衡財政を
•とらせ，不況を自力で克服させ，ケインズ的な政策と理論の先鞭をつけた。」2)
このように現代資本主義的傾向は，スウェーデンにおいては他の先進資本主
義諸国よりも早くあらわれていた。したがって，スウェーデ・ンやミュルダール
にとっては，このような資本主義は，何も「現代」の資本主義ではないのかも
しれない。このことが，彼の著作に「現代資本主義」なる用語の用いられない
理由かもしれない。何はともあれ，彼の学説の内容そのものは，現代資本主義
の性格と条件を充分以上に備えていると考えられる。
ここに本稿において， ミュルダールの資本主義観を． 「ミュルダールの現代
資本主義観」となすゆえんがある。
1) Cf. G. Myrdal, Beyond the Welfare State, 1960, p. 56. 邦訳， 78ペー ジ。
Cf. ibid ., p. 58. 邦訳， 80ペー ジ。
2)伊東光晴 経済学全集月報 No.7筑摩書房。
あとがき
ミュルダールの諸著作には，哲学的な方法論，心理学的な分析，政治的観点
などが入り組んで出てくるので，本稿のように一つの目的で彼の理論や思想を
整理する場合非常に困難を感ずる。特に，彼の「価値前提」 (valuepremises)の
問題が，各著書の各所にでてくるので，それを無理なく排除することがむつか
しかった。彼の「価値前提」を中心とする方法論は，全く別個の論文を必要と
する。それは『経済学説と政治的要素』の英訳者ポール・スト．リートン (Pau
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グンナー・ミュルダールの現代資本主義観（有田） 541 
Streeten)が， ミュルダールの諸著作からセレクトして， " Value in Social 
Theory"という本を編集していることからも理解されるであろう。しかもこの
本の副題が， ASelection of Essays on Methodologyとあるのである。ミ
ュルダール研究の一部として，彼の方法論研究は欠かせないものといえよう。
その他，福祉世界，後進国問題，民族問題など， ミュルダールは多角的に把
えることができる。本稿は，このような壮大なミュルダールの理論や思想の中
から，彼の現代資本主義観を十分に把え得たかどうか一抹の危惧を禁じえな
し‘゜
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